
令和３年度地域共生型の地熱利活用に向けた方策等検討会 

設置要綱 

 

（目的） 

第１条 我が国のカーボンニュートラルの達成には、地域の理解を得て、再生可能エネルギーで

ある地熱の利活用を進めていく必要があるが、温泉への影響等に対する地域不安を払拭

していかなければ、利活用を進めることが出来ない状況となっている。このため、有限で

ある地熱資源を適切に管理し、地域・温泉事業者との調和を図りながら適切な地熱利活

用を進める仕組みが求められる。 

このため、地域と共生した持続可能な地熱発電の要件、科学的知見を踏まえた「順応的

管理」の仕組みを検討するとともに、地域の不安の払拭・安心感醸成方策のひとつである

温泉モニタリングの仕組みの構築に向けた検討、自然公園における開発可否の予見可能

性向上や景観影響の最小化に向けた考え方の整理等についての検討を行う。 

以上の検討のため、有識者による「地域共生型の地熱利活用に向けた方策等検討会」

（以下｢検討会｣という。）を設置する。 

 

（検討事項） 

第２条 検討会は次に掲げる事項について、必要な検討を行う。 

（１） 温泉法、自然公園法の運用見直しを含む地域共生型の地熱利活用方策に関する検討・助

言 

（２） 温泉モニタリングの仕組みの構築に向けた検討・助言 

（３） 地熱開発の予見可能性向上等に向けた対応方策の検討・助言 

（４） その他必要な事項 

 

（構成） 

第３条 検討会は、学識経験者及び地方公共団体等の関係者から、事務局が委嘱する14名の検討

委員をもって構成する。 

 

（運営） 

第４条 

（１） 検討会は、座長が招集し、議事進行を行う。 

（２） 座長は、委員の互選により選出する。 

（３） 座長は、必要に応じて、委員以外の有識者等に対し、検討会への出席を求めることがで

きる。 

（４） 座長は、自らが検討会に出席できない場合、自らの代理人として、あらかじめ事務局の

了解を得た別の委員を指名することができる。 

（５） 検討会は原則として公開とし、議事については議事概要を公開するものとする。 

なお、資料についても原則公開とするが、公開することが不適切なものについては座長

の判断で非公開にできる。 

 

（事務局） 

第５条 検討会の事務局は、環境省より委託を受けたパシフィックコンサルタンツ株式会社が

務める。 

 

資料１ 



（その他） 

第６条 上記に定めのない事項で、検討会の運営に必要なものについては、随時検討会の中で協

議する。 

 

（附則） 

この要綱は、令和３年７月１９日から施行する。 
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地域共生型の地熱利活用に向けた方策等検討会に関わる 

今後の開催スケジュール等について 

開催回 開催日時 

審議予定事項 

温泉法関係 

（地熱資源、温泉資源の適正管理） 

自然公園法関係 

（主に地表部の自然環境への影響防止） 

第１回 
7月19日（月） 

10:00～12:00 

地域共生型の地熱利活用に向けた温泉法の運用

等に係る論点※の提示、関係各分野からのヒアリ

ング、議論 

※地熱貯留層管理への転換、順応的管理の仕組み

の検討等 

地熱開発に係る自然公園法の許可基準等の現状説明（自然

公園法施行規則、地熱通知及びこれらの解釈通知）、自然

公園法の運用等に係る論点※の提示、関係各分野からのヒ

アリング、議論 

※第２種/第３種特別地域における地熱開発の取扱いに関

する考え方、許可基準等の明確化等 

第２回 
8 月上旬 

（予定） 

第１回検討会の議論を踏まえた『温泉資源の保護

に関するガイドライン（地熱発電関係）』へ反映

する内容の叩き台の提示、議論 

⇒８月中旬にパブリックコメントを実施 

第１回検討会の議論を踏まえた自然公園法の許可基準の

明確化に向けた通知等見直しの方向性の提示、議論 

第３回 
9 月上旬 

（予定） 

第２回検討会の議論及びパブリックコメントを

踏まえた『温泉資源の保護に関するガイドライン

（地熱発電関係）』に反映する「大規模な地熱開

発における掘削許可の考え方」案の提示、議論 

第２回検討会の議論を踏まえた自然公園法の許可基準の

明確化に向けた通知等の改訂の案の提示、議論 

9 月下旬（予定） 自然公園等小委・温泉小委合同会議（第 2回） 

～9月末 
『温泉資源の保護に関するガイドライン（地熱発

電関係）』への反映、都道府県への周知 
地熱通知等の改訂について結論 

10 月以降 
令和４年度中：『温泉資源の保護に関するガイド

ライン（地熱発電関係）』の５年度ごとの総点検 
 

 


